
平成２７年３月２０日

消費者庁

「食品表示法第４条第１項の規定に基づいて定められた食品表示基準の違反に係

る同法第６条第１項及び第３項の指示及び指導並びに公表の指針(案)」及び「食

品表示法第６条第８項の規定に基づく命令等のガイドライン(案)」についての意

見募集の結果について

消費者庁では、「食品表示法第４条第１項の規定に基づいて定められた食品表示基準の違反

に係る同法第６条第１項及び第３項の指示及び指導並びに公表の指針（案）」及び「食品表示

法第６条第８項の規定に基づく命令等のガイドライン（案）」を公表し、広く国民の皆様から

意見を募集しました。

提出された意見について、下記のとおり取りまとめましたので、お知らせいたします。

記

１ 意見募集期間及び提出方法

（１）意見募集期間

平成２６年９月５日（金）から同年１０月４日（土）まで

（２）意見提出方法

電子メール、ＦＡＸ、郵送

２ 意見募集の結果

（１）食品表示法第４条第１項の規定に基づいて定められた食品表示基準の違反に係る同法第

６条第１項及び第３項の指示及び指導並びに公表の指針（案）

１０通（２６件）の御意見が提出されました。

提出された御意見と消費者庁の考え方は別紙１のとおりです。

（２）食品表示法第６条第８項の規定に基づく命令等のガイドライン（案）

９通（２０件）の御意見が提出されました。

提出された御意見と消費者庁の考え方は別紙２のとおりです。
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別紙１

食品表示法第４条第１項の規定に基づいて定められた食品表示基準の違反に係る同法第６

条第１項及び第３項の指示及び指導並びに公表の指針（案）に対して提出された意見に対

する考え方について

意見の概要 件数 当庁の考え方

１ 指示の指針

「過失による」を「故意でない」に １ 「過失による」と「故意によらない」

修正すべき。 は同じ意味であると考えられること

から原案のままとします。

「常習性がなく過失による一時的」 １ 「常習性がなく過失による一時的」

な場合とはどのようなものを示すの な場合については、事業者の組織形

か具体例を示すべき。 態、製造、販売における管理の実態、

表示の根拠となる資料の管理状況等

を踏まえて、個別に判断されるもの

と考えています。

本指針は、食品を摂取する際の安全 １ 食品表示法第５条においては、食品

性に重要な影響を及ぼす表示事項に 関連事業者等は、食品表示基準に従

関する違反については適用されない った表示がされていない食品の販売

ことから、表示の是正の要件から商 をしてはならないものと規定されて

品の撤去を外すべき。 います。したがって、食品表示基準

に違反する食品を店舗に陳列するこ

とは許されません。また、表示事項

によっては、罰則の対象にもなりま

す。このため、表示の修正が困難な

場合は、必ず商品の撤去をしていた

だく必要があります。

表示を是正する際に、表示の修正及 １ 表示の是正を行っていれば、どちら

び商品の撤去の両方を行う必要があ か一方でも要件を満たします。

るか。

単純な誤字脱字などの軽微な違反に ２ 表示違反の事実があった場合に、軽

ついても情報提供をすることは、社 微なものであったとしても表示責任
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告、ウェブサイトの告知の乱発を呼 者として適確な方法を選択し、情報

び真に重要な情報が埋もれてしまう 提供するなど必要十分な是正措置、

可能性がある。したがって、軽微な 改善方策を講じているかが、指示・

違反については、情報提供を不要に 公表を行うか否かの判断の基準とな

するか、必須条件から外すべき。 るものと考えます。

社告、ウェブサイトの掲示、店舗等 １ 告知等の方法には様々なものがある

内の告知等の方法を的確に選択する ことから、違反事業者が事案ごとに

ための判断基準を示すべき。 適切な方法を選択すべきであると考

えます。

２ 書類の整備・保存に関する指導の指針

食品表示法では、「食品」の用語が使 １ 御指摘のとおり修正します。

用されていることから、当該指針中

の「飲食料品」の用語を「食品」と

修正すべき。

食品表示法において書類の整備・保 ２ 表示を適切に行っていただくために

存が義務付けられていないことから、 は、表示の根拠となる書類を整備す

このことについて指導すべきではな ることが望ましいと考えているため、

い。 指導は必要と考えます。

食品表示法第６条に関わる当該指針 １ 当該規定は、報告徴収・立入検査等

において、同法第８条で規定されて を実施した場合に行う指導に係る内

いる報告徴収、立入検査等に関する 容であることから、定めることに支

規定を定めることは不適切ではない 障はないと考えます。

か。

３ 公表の指針

「公表」の定義を明確にすべき。 １ 食品表示法に基づく公表を行う場合、

必ずしも報道発表を行う必要はあり

ませんが、一般公衆に適切に周知が

できる手段により公表することにな

ります。

食品表示法における指示・命令に該 ２ 食品表示法第７条の公表の趣旨は、

当しない違反について指導した場合、 消費者への速やかな情報提供の一端

条件が整えば公表することができる を担うとともに、一定の抑止効果を
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旨については、法第７条の趣旨に反 期待するものです。このため、指示

していることから削除すべき。 をした場合に公表を義務付けるもの

ですが、指示をしない場合に公表を

禁ずるものではありません。公益目

的のために行政機関が公表を行うこ

とは、個別の法律の根拠がなくても

可能であると考えます。

違反の事実を早急に公表する必要性 １ 「違反の事実を早急に公表する必要

が高い場合については指示を行わな 性が高い場合」とは、回収等命令に

くても公表することができることが 該当しないものの、例えば、アレル

規定されているが、この規定の判断 ギー表示違反があり、自主的な回収

基準を示すべき。 が行われている場合など一般消費者

に広く周知する必要がある場合など

が考えられます。

違反事実の公表に際し、「不開示情報 １ 行政機関の保有する情報の公開に関

に該当すると判断されるような例外 する法律第５条各号に規定する不開

的な事実」については公表しないと 示情報、例えば、個人に関する情報

規定されているが、この規定の具体 （事業を営む個人の当該事業に関す

例を示すべき。 る情報を除く。）などであると判断さ

れる事実などが考えられます。

書類が整備・保存されていないこと ３ 「違反する蓋然性が高い」という判

をもって食品表示基準基準に違反す 断基準は一律に示すべきものではな

る蓋然性が高いか否かを判断するの く、対象事業者の実態を踏まえて、

は大変難しいと思われるため、判断 個別に判断すべきものと考えます。

方法を明示するべき。

その他

本指針の表題から「指導」の用語を １ 本指針は、食品表示法第６条第１項

削除すべき。 及び第３項の指示のほか、書類の整

備・保存に関する指導についても指

針を定めています。書類の整備・保

存は、食品表示法に定められたもの

ではありませんが、統一的指導の必

要に鑑み、併せて規定しているもの

です。本指針の表題中の「指導」は、

書類の整備・保存に関する指導を指
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すものであり、適切な表題と考えま

す。

本指針と「食品表示法第６条第８項 １ 食品表示法に基づく指示と回収等命

の規定に基づく命令等ガイドライン」 令は別の措置であり、担当省庁も異

を一つにまとめるべき。 なることから、一つにまとめること

は考えておりません。なお、指示・

公表の指針は、消費者庁、国税庁及

び農林水産省の連名で発出し、ガイ

ドラインは、消費者庁が発出する予

定です。また、食品表示法の指示・

公表は、食品衛生法由来の表示事項

にも適用されることになっているた

め、両者を合わせて読んでいただく

ことを前提として、文章の繰り返し

を避けるため、ガイドラインにおい

て指針を準用する形としています。

本指針の適用対象は、食品関連事業 １ 貴見のとおりです。

者に限定しているという理解でよい

か。

どの程度の過失でどの程度の表示違 １ 行政指導するか否かは、本指針を基

反なら行政指導するかの判断基準と に個別具体的に判断されるものと考

具体例を示すべき。 えます。

保健所では、行政指導を「指示書」 １ 行政指導の方式については、各保健

をもって行っているが今後は変更さ 所において適切に定めるものと考え

れるのか。 ます。

食品を摂取する際の安全性に重要な １ 「食品表示法第６条第８項の食品を

影響を及ぼす事項に関する内閣府令 摂取する際の安全性に重要な影響を

の制定に際しては、パブリックコメ 及ぼす事項等を定める内閣府令（案）」

ントを実施することを要請する。 のパブリックコメントを実施しまし

た。

行政機関や担当者の間で見解が異な １ 御指摘を踏まえ、統一的で整合性の

らないよう統一的で整合性のある執 ある執行体制の整備に努めてまいり

行体制の整備を要請する。 ます。
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別紙２

食品表示法第６条第８項の規定に基づく命令等のガイドライン（案）に対して提出された

意見に対する考え方について

意見の概要 件数 当庁の考え方

１ 適用範囲

特定事項について具体例を示すべき。 １ 特定事項は、「食品表示法第六条第八

項の食品を摂取する際の安全性に重

要な影響を及ぼす事項等を定める内

閣府令」において規定しています。

３ 回収等命令

「直ちに命令を行うよりも行政指導 １ 「直ちに命令を行うよりも行政指導

を行うことが有効であると認めると を行うことが有効であると認めると

き」について、判断基準や具体例を き」に該当するか否かは事案ごとに

示すべき。 判断する必要があると考えます。

「ただし、それ以外の場合にあって １ 「ただし、それ以外の場合にあって

も消費者の生命又は身体に対する危 も消費者の生命又は身体に対する危

害の発生又は拡大の防止を図るため 害の発生又は拡大の防止を図るため

緊急の必要があると認められるとき」 緊急の必要があると認められるとき」

について、判断基準や具体例を示す に該当するか否かは事案ごとに判断

べき。 する必要があると考えます。

アレルゲンの表示違反に対して回収 １ 食品表示基準において、アレルゲン

等命令を行うことができる場合は、 の表示が義務付けられているのは特

特定原材料に関する表示違反の場合 定原材料のみです。したがって、特

のみであることを明記すべきである。 定原材料に関する表示違反に対して

特定原材料に準ずるものに関する表 のみ回収等命令を行うことができる

示違反は、その表示が任意であるこ ことは自明であるため、本ガイドラ

とから措置要件とすべきではない。 インに明記する必要はないと考えま

す。

措置の内容の項に記載されている具 １ 措置の内容の項に掲げた内容はあく

体例を充実させるべき。 までも例示であり、回収等命令を行
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う行政機関において、事案に応じて

適切な措置の内容を検討することが

必要と考えます。

「消費者が摂取することが可能な状 １ 御指摘のケースを排除する趣旨では

態にあるもの」を回収等の対象とす ないので、誤解のないよう修正しま

ることができると規定しているが、 す。

例えば凍結状態にある冷凍食品は、

対象外となるとの理解でよいか。

業務用食品は、回収等の対象とする １ 御指摘のケースを排除する趣旨では

ことができるものに該当しないとの ないので、誤解のないよう修正しま

理解でよいか。 す。

「公表」の定義を明確にすべき。 １ 食品表示法に基づく公表を行う場合、

必ずしも報道発表を行う必要はあり

ませんが、一般公衆に適切に周知が

できる手段により公表することにな

ります。

（５）指示・公表との関係に記載さ １ 常習性がなく過失による一時的な表

れている場合は、「食品表示法第４条 示違反であっても回収等を命ずるこ

第１項の規定に基づいて定められた とがあります。この命令によって、

食品表示基準の違反に係る同法第６ 表示の是正が行われた場合には、食

条第１項及び第３項の指示及び指導 品表示法第６条第１項又は第３項の

並びに公表の指針」における指示・ 規定に基づく指示を改めて行う必要

公表ではなく指導の対象であること がないことを解説したものであり、

から、表現が不適切ではないか。 表現に不適切な点があるとは考えて

いません。

指示・公表との関係の項の記載内容 １ 食品関連事業者等による自主的な対

に該当する場合は、食品表示法第６ 応が十分に取られていることにより、

条第８項の回収等命令の対象になら 消費者の生命又は身体に対する危害

ないという理解でよいか。 の発生又は拡大のおそれがないと認

められるときは、回収等命令を行う

必要はありません。

「過失による」を「故意によらない」 １ 「過失による」と「故意によらない」

に修正すべき。 は同じ意味であると考えられること

から原案のままとします。
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４ 業務停止命令

消費期限等の科学的な根拠として、 １ 消費期限等の設定の科学的根拠に関

自ら実施した検査等の結果以外に、 する資料は、事業者自らが試験等を

業界団体等が作成したガイドライン 行った結果のほか、業界団体等が作

等についても根拠としてもよいので 成したガイドライン等でも構いませ

はないか。 んが、いずれの場合も科学的根拠に

基づく必要があります。

５ 指示・公表

指示の対象を食品関連事業者に限定 １ 御意見に従い、法的根拠を追記しま

する法的根拠を示すべき。 した。

回収等命令を行うことができる場合 ２ 本ガイドラインが適用されるときは、

に該当しない場合を全て指示の対象 指示・公表の指針は適用されないこ

とすることは不適切ではないか。ま とから、指示・公表の指針に準じて、

た、食品表示法に規定されていない 食品表示法第６条第１項又は第３項

にもかかわらず行政指導した案件に の規定に基づく指示及び同法第７条

ついて公表することは不適切ではな の規定に基づく公表を行うものとし

いか。 ています。

また、指示・公表の指針に準じた結

果、指導を行う場合に該当するとき

は、指示ではなく指導を行うことと

なります。

なお、公益目的のために行政機関が

公表を行うことは、個別の法律の根

拠がなくても可能であると考えます。

その他

「賞味期限」は、その性質から内閣 ２ 消費期限又は賞味期限は、食品表示

府令で定める事項としては不適切で 基準において、表示事項としては一

はないか。 体として規定されており、消費期限

とするべきところを誤って賞味期限

とするケースなども想定されること

から、回収等命令の対象となり得る

事項からは、あえて切り分ける必要

性はないと考えています。なお、記
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の３（２）後段のとおり、誤って表

示された期限より前に腐敗、変敗、

その他品質の劣化に伴い安全性を欠

くこととなるおそれがない場合は、

回収等命令の要件を満たすことはあ

りません。

本ガイドラインと「食品表示法第４ １ 食品表示法に基づく指示と回収等命

条第１項の規定に基づいて定められ 令は別の措置であり、担当省庁も異

た食品表示基準の違反に係る同法第 なることから、一つにまとめること

６条第１項及び第３項の指示及び指 は考えておりません。なお、指示・

導並びに公表の指針」を一つにまと 公表の指針は、消費者庁、国税庁及

めるべき。 び農林水産省の連名で発出し、ガイ

ドラインは、消費者庁が発出する予

定です。また、食品表示法の指示・

公表は、食品衛生法由来の表示事項

にも適用されることになっているた

め、両者を合わせて読んでいただく

ことを前提として、文章の繰り返し

を避けるため、ガイドラインにおい

て指針を準用する形としています。

指示・公表の実施時期は、回収命令 １ 必ずしも回収等命令と指示を同時に

と同時という理解でよいか。 行う必要はありません。

回収や営業停止等の措置は、食品事 １ 「食品表示法第６条第８項の食品を

業者の事業活動等に大きな影響を及 摂取する際の安全性に重要な影響を

ぼすおそれがあることから、内閣府 及ぼす事項等を定める内閣府令（案）」

令の制定に際しては、パブリックコ のパブリックコメントを実施しまし

メントを実施すべき。 た。
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